













Problems with Nuclear Damage Compensation and 
the Expansion of Social Divisions:




 The purpose of this article is to identify, from the vantage point of compensation for damages from 
the Fukushima nuclear accident, the unevenness of the reconstruction of areas victimized by the disaster 
as well as the structures responsible for producing social division among the disaster’s victims. Unevenness 
here refers specifically to the way in which the results of reconstruction policies manifest unevenly for 
the region’s communities and victims. In order to prevent the further expansion of social divisions, it is 
essential to eliminate the disparities in compensation by carefully attending to specific local circumstances, 
and to respect the diversity of evacuees’ preferences. The paper proceeds as follows. I first provide a 
general overview of the damages to local communities and individuals stemming from evacuation. Then, 
based on these basic facts as well as with specific consideration of evacuee compensation, I identify the 
frameworks through which nuclear damage compensation is conducted and their problematic features. 
The important point to be emphasized here is that social division among victims has been brought about 
by disparities in compensation. Accordingly, it is important to consider victim’s own efforts to reduce 
disparities in compensation and to overcome social divisions. Finally, I am drawing on previous research 
on the unevenness of reconstruction after the Greater East Japan Earthquake to consider the ways in 
which unevenness manifests and social divisions are created in the areas affected by the nuclear accident. 
The national government considers compensation to be a means of rebuilding victims’ daily lives. If daily 
life rebuilding is seen an essential first step towards reconstruction then it is likely that these steps will 
achieve continuity. However, continuing to overcome social divisions and linking the rebuilding of evacuee’s 
daily lives with regional reconstruction is no easy task. This paper provides a preliminary discussion useful 
for further consideration of such tasks and strategies.
Keywords: nuclear compensation, rebuilding daily life, unevenness of reconstruction, compensation 
disparities, social division
























































































































































る。原賠審は 2011 年 8 月 5 日に「中間指針」（原
子力損害賠償紛争審査会 2011）を定め、その後、


































































































らない（同規則第 3 条 1 項 1 号、同 4 項）。また、
18 歳未満の者を管理区域で労働させてはならな









年 10 月 20 日、原賠審は「自主避難者」らから













2012 年 6 月に「原発事故子ども・被災者支援法」
が成立したが、国による施策の具体化は進まずに

























































2）。紛争解決センターは 2014 年 3 月、慰謝料増
額を認める和解案を出し、町側は受け入れたが、
6 月に出された東電の回答は、和解案をほぼ拒





出所：『朝日新聞』2012 年 9 月 2 日付より作成。
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原発賠償の問題点と分断の拡大













そのうち 4000 万円（表 2 で、帰還困難区域の精









































精神的損害（避難慰謝料月額 10 万円） 1,440 2,400 3,000
給与の賠償 957 957 957
住居の賠償（宅地、建物、構築物・庭木） 837 1,393 1,671
家財 505 505 675
???????
住居確保損害
宅地 330 330 440
住宅 1,055 1,055 1,055
帰還困難区域等の慰謝料（追加額） － － 2,800
避難指示解除後の慰謝料（1 年分） 480 480 －














































　紛争解決センターは 2013 年 12 月 20 日、和解
案を提示した。その内容は、勧奨地点の設定から、
解除後相当期間が経過するまで（2011 年 6 月 30
日～ 2013 年 3 月 31 日）、1 人月額 7 万円の慰謝
料の賠償を認めるものだった。和解案の提示から















注： 1. 避難指示解除見込み時期は、避難指示解除準備区域で事故後 3 年（自治体によるが、実際よ
り期間が短いため、本表の賠償額はそれだけ過少になっている）、居住制限区域で 5 年と想定。
 2. 特定避難勧奨地点は、伊達市、川内村のケースを想定（相当期間 2013 年 3 月末まで）。
 3. 自主的避難等対象区域の賠償額は、他の区域と同質の慰謝料ではない（対象となる被害が異
なる）。家族 4 人（うち子ども 2 人）が避難した場合の金額を示した。
出所： 「原子力損害賠償の世帯当たり賠償額の試算について」（第 39 回原賠審資料、2013 年 12 月
26 日）、原賠審の指針、東電のプレスリリースなどをもとに作成。
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原発賠償の問題点と分断の拡大
る集団申し立てである（表 4 の事例 4）。参加し
たのは 33 世帯、111 人である。震災前の同地区








の賠償を求めた（表 4 の事例 1 に示したとおり、
長泥でも先行して紛争解決センターへの集団申し
立てが行われていた）。
　紛争解決センターは 2014 年 3 月、蕨平の申し
立てに関する和解案を出した。和解案は、住民の
主張を認め、国が蕨平地区の避難指示解除見込み












年 12 月 10 日、さらに「和解案提示理由補充書」
を出して東電に受諾を促しており、日本弁護士連




2012 年 5 月、行政区の総会での合意に基づき、
要望書を村に提出していた（『福島民報』2012 年


















水道代月 1500 円（3 年と仮定） 972 万円 受諾





慰 謝 料 月 7 万 円（2011 年 6
月 30 日～ 2013 年 3 月 31 日）
15 億 5232 万円
受諾
3 2014 年2 月
川俣町山木屋地区 ②③ 39 世帯、
119 人













帰還困難区域なみの慰謝料 ※ 1 億 3320 万円 拒否





慰謝料月 5 万円増（2012 年 3
月 11 日～ 2014 年 2 月 28 日）
※ 186 億 5520 万円
拒否









出所：『毎日新聞』2014 年 9 月 14 日付の表に加筆。































し立て（ともに前述。表 4 の事例 1、2）で、こ
の類型の精神的損害を認めた（『福島民報』2014













































































































　こうした対応は、東電が「3 つの誓い」の 1 つ
として「和解仲介案の尊重」を掲げていることに








帰還困難区域 19.4 33.1 39.8 7.7
居住制限区域 18.4 39.0 36.8 5.8
避難指示解除準備区域 19.4 37.9 37.0 5.7
注：調査対象は浪江町 9656 世帯の代表者。有効回収率 63.5％。2013 年 8 月実施。
出所：復興庁ほか（2014：86）より作成。



































































































































































ともに 2012 年 3 月にいち早く役場機能を元の地
に戻したためである。広野町は全域が、川内村は
役場庁舎を含む大半が、旧緊急時避難準備区域に
含まれ、同区域は事故発生後約半年の 2011 年 9
月末に解除された。これにともない、避難慰謝料
は 2012 年 8 月末で打ち切られている。
　川内村によると、2014 年 4 月 1 日の人口は住


































志は年齢と共に高まるのではなく 80 代 90 代の
高齢者になると、その割合が少しずつ減ってい
図 4　川内村の村内生活者、避難者数（2014 年 7 月 1 日時点）
出所：川内村資料より土井妙子作成（土井 2014：17）。
 



















































































































































































































復興加速に向けて」12 月 20 日．
原子力損害賠償紛争審査会，2011，「東京電力株式会
社福島第一，第二原子力発電所事故による原子力





































1 月 28 日．
福島県弁護士会，2013，「福島第一原子力発電所事故
による避難住民の円滑な帰還へ向けた喫緊の支
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＜特集論文 1＞
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